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研究成果の概要（和文）：本研究を通じて、二度のインド現地調査を行った。一つ目は2013年2～3月にタミルナードゥ
州の二つの農村にて約500家計を対象に行った家計調査である。この事前調査の研究成果は、開発経済学の国内主要学
会にて発表されている。二つ目は2014年3月にデリーにて400名を対象に行った地位選好に関する個人調査である。諸般
の事情により、調査時期が遅れてしまったために現在も分析中である。

研究成果の概要（英文）：Through this research project, two Indian surveys were conducted. The first one is
 the household survey conducted in two villages from Tamil Nadu in 2103, which contains about 500 househol
ds. The research outcome from the preliminary survey was reported in a major domestic academic conference.
 The second one is the survey about status preferences conducted in Delhi, covering about 400 individuals.
 Due to the delay of the survey, data are still being analysed.
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１．研究開始当初の背景 
従来の差別に関する研究では、観察される社
会階層間の格差を年齢・性別・教育水準など
の人口統計学的な変数によって説明できる
部分とそれらでは説明できない部分とに分
解するということが主に行われてきた。これ
らの研究においては、後者の説明できない部
分が差別として推計されることになる。しか
しながら一方で、このアプローチでは差別の
効果を正確に推計できない可能性があるこ
ともしばしば指摘されてきた。就業差別の文
脈においては、社会階層間の就業ネットワー
クの差や就業機会の差を通じた留保賃金の
違いなどを考慮する必要がある。（例えば、
前者の就業ネットワークについては、階層間
の就業ネットワークの差も就業差別として
推計される可能性がある。）すなわち、従来
の研究において推計される差別の効果には、
人々の選好に起因する差別の影響に加えて、
様々な要素が含まれている可能性があるの
である。この点は、社会階層間の差別解消に
向けた政策含意を導き出す上で非常に重要
である。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は以下の通りである。 
 
【目的①】差別による信念・価値観の変化を
通じて人々の行動がどのように影響を受け
ているかを明らかにする。とりわけ、教育の
格差に着目し、教育から得られる収益に対す
る考え方が社会階層間で異なるか、そしてま
た教育に対する考え方が次世代の子どもの
教育投資にどのように影響を及ぼすかを検
証する。 
 
【目的②】人々の社会的地位に関する選好そ
のものを直接的に推計することを試みる。
人々の地位選好や公平感や平等選好などが、
自分あるいは比較対象者の社会的階層にど
の程度依存しているかを明らかにする。 
  
 
３．研究の方法 
【目的①】については、インド農村にて家計
調査を行い、基本的な人口統計学的情報とと
もに信念・価値観を浮き彫りにする調査項目
を入れる。より具体的には、教育に対する考
え方および将来教育から得られるであろう
主観的な期待収益などである。これらの調査
から得られたデータを用いて、主観的な教育

収益の違いが実際の教育投資に及ぼす影響
について定量的に分析する。 
 
【目的②】については、選択実験の手法を用
いる。具体的には、自分と他人の仮想的な所
得の組合せを二つ提示し、相手の教育水準や
社会階層が異なると選択がどのように変化
するかを調査する。もちろん、基本的な個
人・家計属性の情報も調査項目に入れておく。
この選択実験から得られたデータを用いて
人々の社会的・経済的地位に対する選好の決
定要因について定量的に分析する。 
 
 
４．研究成果 
【目的①】については、事前に実施していた
ビハール州農村データを用いて、子どもの教
育投資に関する研究を行った。 
 子どもの教育水準は現在の家計の所得と
その教育投資を通じて将来得られる所得の
予測を通じて決定されることになる。仮に、
将来において教育から得られる収益の予想
が低ければ、当然現在の子どもへの教育投資
は低くなる。インドの文脈においては、労働
市場における賃金あるいは就業の社会階層
間格差が現在でもなお存在し、この労働市場
における階層間格差が将来の教育格差を生
んでいる可能性がある。 
 分析結果は、６歳から１４歳の義務教育年
齢下にある子どもの就学状況は社会階層間
で大きく異なっていることが示された。年齢
と性別をコントロールした後で、一般カース
ト（一般階層）と被差別階層である後進か－
ストおよび指定カーストとの間にはそれぞ
れ平均で 0.802 年、0.995 年程度の差が存在
する。当然ここには、遅延だけでなく途中で
学校を辞めてしまった子どもも含まれる。こ
れの教育年数の格差が何によってもたらさ
れているかを更に分析した結果が表１であ
る。表より、30％超（後進カースト：33.3％、
指定カースト：37.7％）が現在の経済的格差
などの家計属性によって説明される部分で
あり、20％程度（後進カースト：20.7％、指
定カースト：22.3％）が将来の職業期待の違
いによって説明されることが示された。残り
の説明不可能な部分（社会階層ダミーの係
数）が約 40％と大きいが、将来の職業期待に
見られる親の教育に対する考え方の影響も
小さくないことが示されたことは特筆すべ
きである。すなわち、初等教育の普及のため
には無償教育などの供給面における改善の
みならず、需要面すなわち教育を受ける側の



誘因となる労働市場の改善あるいは雇用や
教育についての情報の格差の改善も同時に
必要であることを意味している。 
 
表１：入学・就遅延の決定要因分解 

  

後進 

カースト 

一般階層との就学遅延の差 0.802 

社会階層ダミー 0.332 41.4% 

社会階層ダミー以外 0.470 58.6% 

 
 児童の属性変数 0.052 6.5% 

 
 家計の属性変数 0.267 33.3% 

   将来の職業期待 0.166 20.7% 

  

指定カースト 

（被差別階層） 

一般階層との就学遅延の差 0.995 

社会階層ダミー 0.375 37.7% 

社会階層ダミー以外 0.620 62.3% 

 
 児童の属性変数 0.014 1.4% 

 
 家計の属性変数 0.375 37.7% 

   将来の職業期待 0.222 22.3% 
 
更に、このテーマに関しては推計上の幾つ
かの問題点を解決すべく、2012 年度にタミル
ナード州の二つの農村において、追加調査を
行った。調査対象は約 500 家計である。上述
の内容と類似する結果が得られているが、更
に踏み込んだ分析については芳しい結果を
得られておらず、改定中である。 
 
【目的②】については、2013 年度にデリーの
都市部にて、400 人を対象に選択実験を行っ
た。調査の方法、および想定外の事情により、
調査が大幅に遅れ（科研の終了年度末である
2014 年 3 月に完了）、現在データを整理がよ
うやく終了した段階である。簡易な分析の結
果から、選択実験における仮想的な相手の属
性に応じて、選択が変わることが示されてお
り、今後も更に分析を進める予定である。 
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